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1A12 知識創造企業における 研究開発部門の 変革 

0 山崎宏之 ( 三菱電機 ), 山田郁夫 ( 三菱総研 ), 馬場準一 ( 三菱電機 ) 

1 . はじめに 

日本の 90 年代における 経済の長い低迷、 知識社会の進展に 伴 6 個人の重視にれらは 日本的な要因 ) 、 Ⅱの進 

歩、 金融経済の上 ヒ 重の増大にれらはバローバル な 要因 ) によって日本企業を 取り巻く環境は 大きな変化を 見 

つ っあ る。 我々は、 これまで研究開発部門における 経営指導原理は、 ガバナンス理論にあ るとして報告を 重ね 

てきたが ( 例えば、 [1] - [3] ) 、 優れたビジネスシステムの 構築のためには、 R&D がやはり牽引力であ り、 

ガバナンス理論が 重要であ るとの考えは 変わっていない。 我々は、 21 世紀の日本企業における 研究開発部門が 

これらの環境変動に 適応していくための 課題と対応として、 次の 3   点が特に重要であ ると感じている。 1) 企 

業の研究所の 使命は、 製品の開発と 共に、 ビジネスモデルの 開発によって 企業の競争力を 高めること、 2) ビ 

ジネスモデルの 構想のための 適切な経済動向の 把握と分析、 3) 企業における 基本的なⅡ資産の 構築、 およびⅡ 

資産と企業競争環境の 分析。 
本 報では、 特に三菱電機における 研究開発目標の 変革についての 事例および、 実際的な知識創造のための 施 

策を紹介する。 

2. ビジネ、 スモデルの構想にあ たって 

ビジネスモデルの 構想に当たって 一番重要なことは、 これからの経済がどの 方向を志向しているかを 十分把 

握していることであ る。 以下主要な流れを 分析してみたい 0 

2.1  経験経済の台頭 

一つの大きな 流れとして我々が 着目しているのは、 Je 駕 myRi 照 n の述べる「経験経済 (ex ぴ henceeconomy) 」 

0 台頭であ る [4] 。 すな ね ち、 市場でものを 買って所有することが、 時代遅れになりつつあ る。 新しいこと 

を経験することが 重要になりつつあ る。 Just-in-time の利用と経験へと 転換して い く理由として 以下の諸点が 考え 

られる。 1) 変化 ( 技術、 顧客の要望など ) の激しい時代にものを 持つことの意味が 失われつつあ る。 (Useit, 
don.townjt!) 、 2) 今日の消費者は「未だ 持っていないもので 欲しいものはないが ( 日本の百貨店の 売上の前 

年 同月上 ヒが 連続低下していることが 示唆している ) 経験していないことをもっと 経験したり」という 声が高い。 

2.2  所有から利用への 転換 

所有から利用 ( 物的資産のリースや 業務の外部委託 ) への転換によって、 市場価値と資産価値との 比が大き 

く変わってきた。 かつて、 映画産業は 19% 年代末から、 1950 年代始めにかけて、 米国最高裁判所によるシネマ 

チェーンの解体 ( 独占禁止法の 適用 ) とテレビジョンの 出現によって、 映画産業はマスプロから 映画経験を指 

向するカスタム 制作に移行した。 これによって 映画制作の財務的リスクが 増大し、 投資資本利益率 (ROI) が 減 
少した。 大映画会社は 独立のプロダクションに、 映画館・テレビ・ビデオへの 配給権 を引き替えに 着手金を与 

える投資会社となった。 将来、 全ての知識集約産業は 独立のパートナ 一のネットワークとなるであ ろう。 ハリ 

ウッドがその 先鞭を付けた。 トップ企業は 金融と流通を 支配し、 物的資産の所有と 管理を小企業に 押し付けた。 

2.3  文化的資本主義への 転換 

D ㎞ eIBelI は現代文明を 三つの領域に 分類している [5] 。 すな ね ち、 「経済」 「政治」 「文化」であ る。 経 

済の領域では、 資源の商品化が 重要な原理であ り、 政治の領域では 参画が主要な 価値であ り、 文化の領域にお 

ける価値は自己実現・ 向上であ る。 前世紀以来、 政治と文化の 領域の価値はますます 商品化され、 経済の領域 
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に 引き込まれてきた。 資本主義は商業資本主義から 産業資本主義を 経て、 文化的経験へのアクセスに 価値を置 

く、 「文化的資本主義 (culturalcap 附 jsm) 」へと移行しっ っ あ る。 産業資本主義では 所有が重視され、 「他社 
を 排除する権 利」がその特長となり、 「利用から排除されない 権 利」を見失ってしまった。 

グローバル な ネットワーク 経済とサイバー 空間という仮想現実への 対応、 と共に 、 広い文化への 参画を教える 

ことが、 これからの教育の 新しい使命でもあ ると考える。 

3. 三菱電機の お ける研究開発目標の 変革 

3.1  財務業績の改善への 寄与 

短期業績改善のための 開発コストの 削減傾向の中、 事業に貢献できる 開発成果への 特化が、 明確になってき 

た 。 一重に事業戦略にリンクした 開発戦略 ( 例えば、 既存製品の他社差別化 ) 、 事業戦略を提案できる 開発戦 

略 ( 新製品・新事業の 創出 ) が追求されている。 

しかし、 量産の支援、 歩留まり向上等も 十分対象とせざるを 得ない状況に 変化している。 そのため、 表 1 に 

示すような、 研究所風土の 改革が急務となっている ( 現時点では、 未だその改革は 途上にあ り、 未来を予測す 

ることは困難であ る ) 。 

表 ]    研究所風土の 変化 

従来 現在 

- 他動的一世の 中に目標があ る - 自主的一目標探し 

- 能動的 一 提案   - 機能・性能・ 信頼性・コスト 

-% 昧 納期 - スピード第一 

研究所 / 工場 - 相互独立スタイル - 協業スタイル 

との関係 - 研究所はお客様 - 援用負担ノリターン 

研究者意識                                                   
- 要素技術 ソ 製品化の両輪 

- 事業貢献 ( コスト，納期意識 ) 

3.2  非財務目標への 寄与 

1990 年頃 を境とした、 研究所の品質の 変化を表 2 に示す。 従来の企業としての 度を失った大学への 傾斜との 

訣別が、 この頃 明確になると 共に、 開発の戦略と 戦術が明確になった。 

表 2 、 研究所の品質変化 

一 90S g0S 一 

- 事業から独立した 開発 

機能 - - 個人固有の要素技術深堀り 機能・性能チャンビオン 開発 
- 自前主義 

- 大学研究室が 理想の姿 

性 能 -L; つくりと 
- アカデミックな 成果 ( 論文，学位 ) 

研究者の要素技術の 高さ 
ィ言頼性 研究者は別の 人種 

研究所の担当範囲固執 

- 事業戦略に整合した 開発 

- 時宜に合った 要素技術構築 

- 機能・性能・ 信頼性・コストの 同時開発 

- 協業主義 

- 事業貢献 

- スピード第一主義 

- 事業貢献性 か 利益，売上・ 特許 

- 研究者の要素技術の 高さ 
- バートナー 

- 工場駐在・顧客接触   

4. 企業における 基本的な T 資産とは 

Ⅱの進展によって、 企業研究所もこの「経験経済」への 動向に適応し、 インターネットを 徹底的に活用する 

ことが求められる。 そのための基本的な mindset は自社に何事も 囲い込まないオープンな 運営であ る。 皿の活用 

ほ ついては、 Ⅱは単なる技術的道具でなく、 企業の文化と 一体になってその 効果を発揮する s ㏄ iaI (orcuI 巾 raI) 
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too1 とも言うべきものであ る。 従って 、 n の活用の仕方は 企業によってそれぞれに 異なるが、 基本的に重要なこ 

とは共通であ る。 それは、 汀の基本的資産の 構築であ る。 Ⅱが研究所の ca 押田 ljty が寄与するためには、 皿の基本 

的な資産を構築する 必要があ る。 これらの資産とは「人的資産」 「技術資産」 「関係資産」であ る [6] 。 

4.1 人的資産 

「人的資産」は 情報技術によって、 企業企業の問題を 解決し、 事業機会に取り 組む n スタッフに他ならない。 

Ⅱスタッフは、 情報技術に基づく、 「技能」 「事業理解」 「問題解決志向」を 有す。 Ⅱマネジャは 、 古いシステ 

ムと 新しいシステムの 橋渡しをするのに、 n スタッフのスキルを 用いている。 「事業理解」はⅡスタッフが 事業 

部門の人々と 一緒に仕事をすることによって 深まる問題解決の 責任をスタッフの 各人に分担させることが 重要 

であ る。 

4.2  技術資産 

「技術資産」は 情報利用の基盤ハードとソフトの 環境 ( プラットフォーム ) とデータベースから 成る。 「技 

術資産」の特性として 重要なことは、 次の 2   占であ る。 1) 明確な技術アーキテクチャー ( ハード、 ソフト、 

サポートを分散する 規制。 共有すべきデータ、 その蓄積方法、 サーバ一の設置場所、 応用と技術のサポートの 

方法を定めるもの ) 、 2) 標準化 ( コストを抑え、 高品質のサポートを 維持し、 システム統合を 簡略にする ) 。 

4.3  関係資産 

「関係資産」はⅡスタッフと 事業部門の関係であ って、 企業の目標達成に 向かって、 両者はリスクと 責任を 

共有する。 リスクと責任の 共有のためには、 両者の間の信頼と 互いの尊敬、 コミュニケーションカ、 調整 力 、 

折衝 力 が必要であ る。 限られた資源が 適切に投入されるためには、 トップマネジメントは 、 Ⅱの優先順位の 設定 

に 関与しなくてはならない。 そのために多くの 企業では、 上級マネジャを 長とするⅡ運営委員会を 設置している。 

「関係資産」は、 情報技術の計画、 開発、 応用の実務経験を 通じて、 その価値を高めていく。 Ⅱスタッフと 事業 

部門の人々との 隔意な い 協働が重要であ る。 これらの各資産分類を 図 1 に示す [6] 0 

技術資産 

図 ] , 圧 資産 

5. 三菱電機における 知識創造のための 施策 

末項では、 Ⅱ時代を生き 抜くための三菱電機における 実際的な知識創造のための 施策を述べる。 

5.1  社内ベンチャープロバラム [3] 

三菱電機では、 新しいビジネスモデルの 創出のために、 20 ㏄年 4 月から、 社内ベンチャープロバラム 
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(MVP-M 旭 LCOVen 抽叢 Pro 雛 ㎝ ) を導入した。 インキュベーションセンターも 用意して、 社員の「創業」を 支 
援しようとしている。 日本政府も経済政策の 一環として様々なべンチャー 支援のための 法整備や経済的な 支援 

策 が打ち出され、 ベンチャ一事業を 起こしやすい 環境が整備されて 来た。 急速に進化するⅡにより、 ちょっと し 

た 小さなアイディアが 大化けする素地を 提供している。 

ここで、 「インキュ ベ一 、 ンョ ンセンター」は、 企画書の作成から 会社設立など 様々な支援を 行い、 出来るだ 

け 多くのべンチャ 一事業を成功させることを 目的とした組織で、 この制度の事務局になる。 

日本のべンチャ 一企業は、 企業経理や法務の 所までは、 個人では手が 回らないのが 現状であ る。 また、 アイ 

ディアを思いついた 人が、 それを取られたくないと 思うばかりに、 開発から経理まで 全部自分で囲い 込をし、 

失敗する傾向が 往々にしてあ る。 従って、 社内ベンチャー 制度は、 このようなことも 比較的少なく、 伝統的な T 

エコノミ一企業が 最初着手しやすいという 利点を有すると 考えている。 

5.2  Corporategatekeeper としての役員技監制度 

三菱電機では 特定の技術領域の 第一人者を「主管技師長」 「技師長」に 任命していたが、 技術重視・技術 尊 

重の企業風土の 醸成を進め、 専門技術分野の 最高権 威者が十分にその 手腕を発揮するため、 「役員理事」と 同 

様の役割を担う 者として技師長の 上位に「役員技監」を 設け、 全社技術力の 強化・向上に 資することとなった。 

「役員技監」とは 技術領域で世界的レベルの 専門性を持ち、 業界の第一人者としての 極めて高い技術力を 発揮 

している者であ り、 2 ㏄ 0 年 4 月 1 日付けで選任した。 co 中 ora 騰 gatek ㏄がⅠとしてその 役割が期待されている。 

6. むすび 

我々が 21 世紀の知識創造企業として 生き残るためには、 未知なる業界   業態に乗り出さざるを 得なくなって 

来た。 本 報においては、 日本における 伝統的大企業べ ー スの知識創造企業が、 今後の経営において 考えなけれ 

ばならない諸点について 論述した。 Ⅱ革命、 バイオ革命のような 未だ成熟を見ないエマージンバ 分野に突入する 

にあ たっては、 特に「サイバⅠリアル 両 ビジネスの融合」にその 成否が 掛 っている。 進化・変革を 遂げる 柔 

軟 な組織は、 事業間ネットワークの 生み出すシナジー 効果を徹底的に 活用し、 コーポレート・ガバナンスを う 

まく発揮した 企業であ ると信じる。 
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